
                             

３．経営成績及び財政状態 

 

（１） 当期の概況 

①全般の状況 

 平成１４年度のわが国経済は、年度初めからの輸出の増加等により、景気に一部持ち直

しの動きが見られましたが、デフレ懸念の高まりや世界経済の先行き不安により株価の下

落が続くなど、年度後半は厳しい状況となりました。  

 このような情勢のもと、当社の主たる事業である電気事業におきましては、当年度の総

販売電力量は１，４１８億２千万キロワット時と前年度にくらべて１．５％の増加となり

ました。 

 その内訳を見ますと、「電灯」につきましては、冬場の気温が総じて前年より低く推移し、

暖房需要が増加したことから、４５６億キロワット時と前年実績を２．８％上回りました。

また、「電力」および自由化の対象である「特定規模需要」につきましては、暖房需要が増

加したことに加え、輸出向け等で生産が持ち直したことから、「電力」は 

５５５億８千万キロワット時と前年実績を１．０％上回り、「特定規模需要」は 

４０６億４千万キロワット時と前年実績を０．５％上回りました。 

 なお、電気料金につきましては、業務全般にわたる徹底した効率化の成果として、平成

１４年１０月１日から平均５．３５％の引下げを実施いたしております。 

 

 一方、電気事業以外の事業におきましては、情報通信、総合エネルギー、生活アメニテ

ィといった分野を中心に、新規事業の展開を進めております。情報通信分野では、㈱ケイ・

オプティコムの家庭向けインターネット接続サービスの契約数が２０万件を超え、また、

その他の事業についても、総合エネルギー分野ではガス販売の本格化により、生活アメニ

ティ分野では不動産事業を中心に、各々順調に収益基盤を拡大しております。 

 

 以上のような事業展開のもと、当年度の売上高（営業収益）は２兆６，１５１億円 

（前年度比１．４％の減少）、営業利益は３，２５５億円（前年度比２．０％の増加）、経

常利益は１，７４７億円（前年度比９．５％の増加）、当期純利益は８０４億円（前年度比

３７．３％の減少）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 



                             

 

②セグメントの状況 

事業の種類別セグメントの業績（相殺消去前）は、以下のとおりです。 

 

電気事業 

 収入面では、総販売電力量は増加いたしましたが、電気料金引下げの影響により、電灯

電力料収入が減少し、売上高は２兆４，７１３億円（前年度比１．８％の減少）となりま

した。 

 一方、支出面では、早期退職優遇措置の応募者に対する退職給与金が増加いたしました

が、原子力発電所が順調に稼動し、１１基体制となって以降最高の９０．５％の設備利用

率を達成したことなどにより、汽力発電用の燃料費が減少したことに加え、経営全般にわ

たる徹底した効率化を推進し、修繕費や資本費等の節減に努めました結果、営業費用は 

２兆１，５５２億円（前年度比２．３％の減少）となりました。 

 この結果、営業利益は３，１６１億円（前年度比１．４％の増加）となりました。 

 

情報通信事業 

  収入面では、㈱ケイ・オプティコムの家庭向けインターネット接続サービスのうち、 
「ｅｏ６４エア」の契約数が大幅に増加し、「ｅｏホームファイバー」のサービスを開始し  

 たことなどにより、売上高は７６３億円（前年度比１１．４％の増加）となりました。 

  一方、支出面では、効率化を推進し、営業費用は８１８億円（前年度比８．６％の増加） 

 にとどまりました。 

  この結果、営業損失は５５億円（前年度比１９．３％の減少）となりました。 

 

その他の事業 

  収入面では、グループ内取引の減少により、売上高は３，５０７億円（前年度比６．２％  

 の減少）となりましたが、このうちグループ外への売上高は、総合エネルギー分野と生活  

 アメニティ分野における事業展開等により、１，２０５億円（前年度比６．４％の増加） 

    となりました。 

  一方、支出面では、効率化を推進し、営業費用は３，３９３億円（前年度比６．７％の 

 減少）となりました。 

 この結果、営業利益は１１４億円（前年度比１２．１％の増加）となりました。 

 

 

 



③生産・販売の状況 
【需給実績】 （単位：百万kWh） 

種      別 
平成14年度 

(平成14年4月～平成15年3月) 

平成13年度 
(平成13年4月～平成14年3月) 

前年度比(%) 

水 力 発 電 電 力 量 15,396 13,745 112.0 

火 力 発 電 電 力 量 27,078 36,167 74.9 
自

社 
原 子 力 発 電 電 力 量 77,459 72,319 107.1 

24,379 20,359 119.7 
他 社 受 電 電 力 量 

△   122 △   131 93.3 

17,532 15,231 115.1 
融 通 電 力 量 

△  1,979 △  1,785 110.9 

揚水発電所の揚水用電力量 △  4,825 △  3,451 139.8 

発

受

電

電

力

量 

合      計 154,918 152,454 101.6 

損 失 電 力 量 等 △ 13,098 △ 12,675 103.3 

販 売 電 力 量 141,820 139,779 101.5 

出      水     率     (％) 91.6 87.7 ― 

(注) 1.他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示す。 

2.揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力量である。 

3.販売電力量の中には自社事業用電力量(平成14年度234百万kWh、平成13年度238百万kWh)を含んでいる。 

4.平成14年度出水率は、昭和46年度から平成12年度までの30カ年平均に対する比である。平成13年度出

水率は、昭和17年度から平成11年度までの58カ年平均に対する比である。 

 

【販売実績】 

契約高 

種      別 平成15年3月31日現在 平成14年3月31日現在 前年度比(%) 

電 灯    11,628,957      11,532,750     100.8 

電 力     1,379,015       1,398,183      98.6 
需要家数 

(契約口数) 
計      13,007,972      12,930,933     100.6 

電 灯       4,640,027       4,208,261     110.3 

電 力      26,378,117      26,674,184      98.9 
契約電力 

(kW数) 
計      31,018,144      30,882,445     100.4 

(注) 本表には、特定規模需要及び他社販売を含まない。 

 

販売電力量及び料金収入 

種      別 
平成14年度 

(平成14年4月～平成15年3月) 

平成13年度 
(平成13年4月～平成14年3月) 

前年度比(%) 

電 灯      45,602,930      44,346,976     102.8 

電 力      96,216,881      95,431,959     100.8 

計     141,819,811     139,778,935     101.5 

販 売 

電 力 量 

(千kWh) 
他 社 販 売          122,152         130,870      93.3 

電 灯         993,231         991,533     100.2 

電 力       1,425,120       1,476,605      96.5 

遅収加算料金           3,397           3,473      97.8 

計       2,421,749       2,471,612      98.0 

料 金 

収 入 

(百万円) 

他 社 販 売           1,394           1,776      78.5 

(注) 1.本表には、特定規模需要を含む。 

2.本表には、下記の電力会社融通（送電分）電力量及び同販売電力料を含まない。 

3.本表及び下記の金額には、消費税等を含まない。 

 
平成14年度 

(平成14年4月～平成15年3月) 

平成13年度 
(平成13年4月～平成14年3月) 

前年度比(%) 

融通電力量      (千 kW h)       1,979,268       1,784,849     110.9 

同上販売電力料(百万円)          16,511          15,213     108.5 

 



                             

④利益配分 

 当社の単独決算における当期の利益配分につきましては、基本方針に基づき、１株につ

き５０円（うち中間配当２５円）の普通配当を実施することといたしました。 

 

     ⑤キャッシュ・フロー等の状況 

  当社及び連結子会社は、経営の効率化によりキャッシュ・フローのさらなる充実を図る
とともに、将来の収益基盤拡大につながる新規事業を中心とした投資の推進、ならびに財

務体質の強化に積極的に取り組んでおります。 
 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、経営全般にわたる効率化の進展や、

電気事業における総販売電力量の増加はあったものの、平成１４年１０月に実施いたしま

した電気料金引下げによる影響や、法人税の支払が大きく増加したこと等に伴い、前年度

にくらべて１，００５億円減少の６，５６０億円（前年度比１３．３％の減少）の収入と

なりました。 
 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、情報通信事業などの新規事業にお

いて設備投資を積極的に行う一方、電気事業では一層の効率化を推進したことにより、全

体の設備投資額は減少しました。これに加え、保有有価証券の一部売却により投融資の回

収を進めた結果、前年度にくらべて３７０億円減少の４，０９５億円（前年度比８．３％

の減少）の支出となりました。 
 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、上記により生じたフリー・キャッ

シュ・フローを主として有利子負債の圧縮や自己株式の買受けに活用した結果、前年度に

くらべて３４１億円減少の２，７１３億円（前年度比１１．２％の減少）の支出となりま

した。 
  以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末にくらべて２４８億円減少の
１，０４１億円（前年度比１９．３％の減少）となりました。 
 なお、当期末における総資産の残高は７兆４，０２３億円、有利子負債残高は 
４兆３，５４１億円となり、新規に連結子会社が増加したことによる影響を除くと、 
それぞれ２，１９７億円、１，９３５億円の減少となりました。 
 
（キャッシュ・フロー指標） 

   平成１４年度   平成１３年度 
株主資本比率   ２０．９％   ２１．１％ 
時価ベースの株主資本比率   ２２．９％   ２３．７％ 
債務償還年数     ６．６年    ５．９年 
インタレスト･カバレッジ･レシオ    ６．４    ６．６ 
株主資本比率：株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    （注） 1. いずれも連結ベースの財務数値により計算している。 
         2.  利払いは連結損益計算書の支払利息から借入金の期限前弁済に伴う手数料を除  

いている。 



                             

 
（２） 次期の見通し 
  電気事業におきましては、民生用需要において、前年の冷暖房需要増加の反動などによ

り前年実績を下回ることや、産業用需要においても前年の輸出増加の反動や経済の先行き

不透明感の増大により前年割れが予想されるため、総販売電力量は、前年度にくらべて 

２．５％減の１，３８３億キロワット時と想定しております。 

 一方、電気事業以外の事業におきましては、情報通信事業では、㈱ケイ･オプティコムの

ＦＴＴＨサービスを中心に、家庭向け、企業向けに総合的な情報通信サービスの提供を拡

大してまいります。また、総合エネルギーや生活アメニティなどの各分野においても、売

上の拡大を図ってまいります。 

 

 以上により、連結ベースの売上高は、通期で前年度にくらべて３．６％減の 

約２兆５，２００億円、経常利益は１，８００億円、当期純利益は１，１５０億円程度と

見込んでおります。 

 また、中間期につきましては、売上高は約１兆２，６００億円、経常利益は 

１，４００億円、当期純利益は９００億円程度を見込んでおります。 
 なお、次期の見通しにつきましては、以下のような前提で算出しております。 

 
総 販 売 電 力 量                      １，３８３億ｷﾛﾜｯﾄ時 

為 替 レ ー ト ( ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ )                        １２０円／ﾄﾞﾙ程度 

全 日 本 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格                       ２７ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ程度 

原 子 力 利 用 率                           ８７．０％ 

出 水 率                                    １００％ 

 

 




